
2022年度 事業報告書

特定非営利活動法人アー トで社会問題を解決する会キミト

1 事業の成果
2022年度は、「離婚別居で子どもと会えなくなった親」の心の支援を行った。法人化が 3月 1日 と事業

がわずか 1カ 月であったため大きな成果とは言い難いが、翌年度も引き続きすべき事業との手ごたえが

あった年度であった。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  1900 】円 )
足駅 に記載
された
事業名

事業内容 日日寺 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

親の心ケアホ
ッ トライ ン事
業

0子 に会えないつらさを
受け止める電話による傾
聴セラピー
別居や離婚で子に会えな
くなった親の自殺を食い
止めるために、全国どこ
からでも支援が受けられ
るように電話による傾聴
セラピーを実施する。

通年
法人事務
所内

1名 子どもに
会えなく
なった親

14人 0

「子連れ去 り
被害者」 自殺
防止事業

0子 と断絶 させられるな
どを理由とした自殺防止
の調査研究
nvitterや 市場調査会社
を利用 し「自殺 したくな
る」理由の調査と全国各
地での対面型で当事者に
直接ヒアリングすること
で自殺防止対策を考え政
府提言をする。

月 1回 都内 1名
子どもに
会えなく
なった親

10人 1900



書式第 13号 (法第28条関係)

2022年度 活動計算書 (その他事業が五旦場合)
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科目 :  金  額   : 小計・含計

5,∞0「子連れ去り被害者」自殺防止事業収益

4 5,000

0

0

,∝Ю経

5そα】|lt堕)収益
受可体IJ息

1受取会費
正会員受取会費

賛助会員受取会費

2受 取寄附金
受取寄附金

施設等受入評価益

3受 取助成金等
受取補助金

経 常 費 用

(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職含付費用

1日【1惇生費

０

０

０

０

0

(2)その他経費
会議費

旅費交通費

施設使用料

印届1腫どレN彗

1,9Ю0

０
０
鰤
０

(1)人件費
役員報酬

給料手当

退職給付費用

1日〔1厚生費

Ｚ^

旅費交通費

士gt家賃
i目言遅郵蘭彗

印刷疇どレN彗

手数料

E誅日t

20,622

11,000

700

1,C40

145

3,7∞
:

37,857

1,まЮ事業費計



37,357

39,757

(34,757)

益 計経

【C】 経 常 外 収 益

経

過年1団員劉彦正損

固定資産売却損

災害損失

0当 期 経 常 外 増 減 額 C ― 【D
(34757)

(34,757)

弓 正

法人税、

次

l費 用
,咸  =頁  【A】 ― 【B】  ・・ 。(1)

過年度損益修正益

0

)】 経 常



書式第 15号 (法第28条関係)

2022年度 貸借対照表
特定鶏ヨ鵬舌ヨう去人アートで社会問題を解決する会キミト

科目 :  金  額 小計・含討

Elil,itil:::|li二 lllli!!il:::1:::::i言十 ・・・

0

ら
０ 0 0

2 無形固定資産

2固 定資産
1)有形固定資産

現金預金

未収金

IAl資 産 合 計 ①十②

鉾 ,757

34,757

2固 定負債

負 債 合

の

立替未払金

757

Ｆ
０
７
・

1

B-1

正 味 財 産 合 計

IB-2】 正 味 財 産 の 部

IBI負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【B-2】 (34,757)

(34.757

(34,757



ｎ

）

重要な会計方針

計算書類の作成は、

2022年度  計算書類の注記

NPO法会計基準 (2010年7月 20日 2017年 12月 12日最終改正 NPO法人会計基準協議会)による。

2.事 業別損益の状況

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金額

な し

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等はありません。

・４

フ

０
０

役員及びその近親者

役員及びその近親者

との取引の内容
との取引はありません。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項はありません。

科目
親の心ケアホットライン事業 「子連れ去り被害者」自殺防止事業

事紹
『
計 筐電彗問 合計
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11000

20622

1640

145

3750

1900

700

3750

11000

20622

1640

145
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1,900 1900 37857 39757

.その他収益
経常収益計

経常費用

)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費
地代家賃

旅費交通費

施設使用料

通信運搬費

印刷製本費

手数料

印紙代

その他経費計

経常費用計
3,100 3100 -37857 -34757
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書式第 17号 (法第28条関係)

2022年度 財産目録
特υ 陸事じ舌動

'畝
アートで社会問題を解決する会キミト

科目 金  額 小  計 合  計

ソフトウェア

未収金

1

車両運搬具

0什器備品

1流 動資産

現金預金

子冠見金

IAl資 産 合 計 ①+②

立替未払金

旅費交通費

川檬

通信運搬費

印刷製本費

手数料

E蹄邸t

鉾 ,77
34,757

145

3,750

17,522

11,(X)0

700

1,640

757 34,757

退職給付引当金

0

0

2固 定負債

長期借入金

¨
０

IB-11負 債 合 計 ③十④ 34,757

0

0



【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-11 (勢 ,757)



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2022年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特主主宣型l活塾法△z=土重 [上金」輩l題型 :塾立」う全
キミト

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

理 事

カヤモリメグミ

(モ リメグミ)
2023年 03月 01日

2023年 03月 31日

年 月

月

日

年 ロ萱森 恵

(森めぐみ)

理 事

ヨシオカテル ヒ

サ
2023`年03月 01日

2023`年03月 31日

年 月

月

日

年 日
占岡 輝久

理 事

カネコルイ 2023年 03月 01日

2023年 03月 31日

年

年

月

月

日

日金子ルイ

監 事

シンタケオ 2023`年03月 01日

2023年 03月 31日

年   月 日

目イ
|: 月新  毅夫



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人アー トで社会問題を解決する会キミト

氏    名

萱森 み うら(森 彩世)

2
金子 憲秋

3
尾形 十成

4 中野 将孝

5
三橋 謙 一

6
疋田 亜由美

7
前原 陽

8
水池 邦彰

9
茂木 巧次

10
萱森 照峰

11

12


